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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、貨物自動車運送事業をメインセグメントとし、常に安定した物流サービスを提供することで、飲料製品を中心とするサプライチェーンの構

築を担い、社会インフラを支えているものと考えております。不透明で変化の激しい経営環境の中においては、安心・安全・安定物流の実現のた

め、的確な意思決定と迅速な業務執行、並びに適正な監査・監督のための体制強化が必要であり、株主をはじめとするステークホルダーに対し経

営の透明性をより高めるとともに、経営効率の向上、コーポレート・ガバナンスの強化及び法令順守の徹底に努めます。また、地球環境・社会・ガ

バナンスの３つの観点において持続可能なビジネスを構築し、SDGsに賛同するとともに、具体的な取り組みを常にアップデートし、物流業界をリー

ドする企業を目指します。

なお、当社は2022年6月28日開催の第109回定時株主総会の承認を経まして、監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

―経営理念―

物流を通じて社会の発展に貢献し

今とは異なるものになるために挑戦し続け

ステークホルダーから信頼される企業を目指します

―経営方針―

挑戦　多様化する時代の中で新分野へ挑戦し社会のニーズに応え続けます

信頼　安心・安全を第一とした物流サービスを提供しお客様・社会・社員から信頼され続ける企業を目指します

環境　クリーンエネルギーの普及に貢献し持続可能な社会の実現に寄与します

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1‐2‐4】（議決権の電子行使のための環境作り、招集通知の英訳）

当社の株主における機関投資家や海外投資家比率は相対的に低く、議決権電子行使プラットフォーム、招集通知の英訳は実施しておりません。

今後につきましては、機関投資家や海外投資家比率の推移等を十分に見極めつつ、外国株式保有比率や当社時価総額も勘案し必要に応じて検

討いたします。

【原則１‐4】（政策保有株式）

当社は、投資株式を保有目的によって区別しており、専ら株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることとして所有する株式

を「純投資目的である株式」また、純投資目的ではなく、取引関係の維持強化を目的とし、政策的に所有する株式のことを「純投資以外の目的であ

る投資株式」としております。当社は持続的な成長と社会・経済価値を高めるため、業務提携など経営戦略の一環として、また、取引先との良好な

関係を維持し、事業の円滑な推進を図るため必要と判断する企業の株式を保有しております。保有意義が薄れたと考えられる政策保有株式につ

いては、取締役会において、適宜個別の政策保有株式について政策保有の意義を検証し、当社の持続的な成長と企業価値向上に資すると認め

られない株式がある場合には、株主として相手先企業との対話実施等により検証し、適時・適切に売却いたします。なお、主に上場株式を保有し

ておりますが、具体的な議決権行使基準につきましては、必要に応じ今後検討いたします。

【補充原則2‐4‐1】（中核人材の登用等における多様性の確保）

物流事業者として人材の多様性の確保が必要であり、特に女性が活躍しやすい働き方・風土の醸成が急務と認識しております。実態としましては

、①全従業員に占める女性従業員（特にドライバー職）の割合が低い、②女性が活躍できるドライバー職での労働環境が整備されておらず、女性

の応募・採用ができていない、③女性が適応できる多様な働き方、制度、風土の環境整備と意識改革が不十分といったような点が複合的に存在し

ており、早急にすべてを改善することは困難であります。

こういった状況ではありますが、当社のSDGs取り組み方針に定めておりますホワイト物流・働きやすい職場作りを通じて、性別・国籍問わず働ける

環境をまず第一に整備し、誰でも平等に働ける企業を基本方針とし、多様性のある人材を確保していきます。

具体的な人材育成方針といたしましては、当社経営方針『挑戦する気概を尊重し、人材育成に力を注ぎ、夢と誇りある企業創りを目指す』のもと、

キャリアプランに応じた教育制度の拡充（オンラインセミナー活用等）を行って参ります。また、2021年からの新評価制度移行に伴い、個々の評価

基準を明確にし、キャリアプランを描きやすくする取り組みを推進しております。環境整備方針といたしましては、働き方の見直しとして長時間労働

の是正（生産性での評価）、フレックス制度（コアタイムなし）による柔軟な業務時間設計の実現を目指して参ります。これらの方針を推進することで

多様な働き方を確立し、特に、女性にとって働きやすい環境を整備して参ります。この環境整備の結果目標として、次の2点の定量目標を定めてお

ります。①従業員に占める女性従業員の割合を、事務職25％以上・ドライバー職８％以上に引き上げる②男女の平均継続勤務年数の差異をゼロ

にする。また、現時点においても外国人採用、中途社員の管理職登用実績は多数あり、これを維持する方針でありますが、定量目標設定にまで

は至っておりません。

なお、当社グループにおける人材の育成及び社内環境整備に関する方針・戦略は以下の通りです。

当社グループは、グループ内の異なる経験、技能、属性を反映した多様な視点や価値観の存在が会社の持続的な成長を達成する強みになると
の認識のもと、個人として主体的・自律的なキャリア形成、資格取得を求め、人材育成・人材投資に取り組んでおります。

＜人材育成＞

当社グループは、従業員一人ひとりの「挑戦する気概」に期待しています。社会的インフラを支える人材の育成を目指し、職場でのOJTを通じた成
長に加え、能力、スキルや専門性の向上を目的にした資格取得、研修を役割・職種等に応じて展開しています。必要に応じ、資格取得費の会社負



担の実施等を行っております。

＜健全な職場環境＞

当社グループは、あらゆる人権を尊重するとともに、様々なバックグラウンドを持った従業員がその能力を発揮し、いきいきと活躍できるような職場
環境を目指し、女性従業員や障がいのある従業員の活躍促進、ワークライフバランスに配慮した各種の支援制度の整備（フレックスタイム制・在宅
勤務の導入等）、長時間労働の削減対策や有給休暇取得の促進等の取り組みを進めております。

【原則3‐1】（情報開示の充実）

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

当社では、経営陣幹部の選任や解任について、具体的な評価基準を定めておりませんが、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の評価及び
取締役候補者の選任は、会社の業績等の評価を踏まえ代表取締役が各取締役の当該事業年度の評価、次事業年度の取締役としての在任の妥
当性、取締役の任期満了の際は重任の可否、次期候補者等の検討を行った上で、取締役会において審議し、公正・適切に実行しております。今
後は、選解任に関わる諮問委員会の設置など、客観性・適時性・透明性ある手続きについて検討して参ります。

以下、（２）（３）（５）の項目につきましては、コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示に記載しております。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

（５）取締役会が４を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名を行う際の個々の選解任・指名についての説明

【補充原則3‐1‐2】（英語での情報開示・提供）

当社の株主における海外投資家比率は相対的に低いため、英語での情報開示・提供は現在のところ実施しておりません。今後につきましては、

海外投資家比率の推移等を十分に見極めつつ、必要に応じて検討いたします。

【補充原則3‐1‐3】（サスティナビリティへの取り組み等）

当社は、持続的なサステナビリティ等への取組指針について、『当社のSDGsへの賛同および取り組みのお知らせ』にて開示しております通り、ES

GおよびSDGsの観点から具体的に取り組むべき目標について設定しており、適宜更新をして参ります。また、事業活動から生じる環境に関する情

報は、現在必要なデータの収集などを進めております。なお、人的資本や知的財産への投資等についての情報開示につきましては、検討を進め

て参ります。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/9036/tdnet/1991492/00.pdf

https://ssl4.eir-parts.net/doc/9036/announcement/74121/00.pdf

なお、現在、ＣＯ２排出量の計測と削減に向けた具体的な取り組みを進めており、スコープ１～３におけるＣＯ２排出量の継続的な計測・認識を行う
とともに、スコープ１における排出量削減に向けた取り組みを推進します。2022年度は、自社ビル（横浜市）及び全国各営業所並びに物流センター
におけるスコープ１～２を算定中であり、2023年度中にはグループ各社を含むスコープ１～２の適切な把握に努め、算定値を元に定量的削減目標
を設定いたします。スコープ１については、長期視点で環境対応車両への切り替え等を検討を進めるとともに、スコープ２においては、引き続き物
流センターにおける太陽光発電システムを設置・運用を推進することでＣＯ２排出量の削減に努めてまいります。

2050年には当社グループの事業活動に伴うＣＯ２排出量（スコープ１+スコープ２）を実質ゼロ（カーボンニュートラル）とする長期目標に対して、203
0年までにGHG(温室効果ガス)排出量削減のマイルストーン目標を、今後検討、設定して参ります。

【補充原則4‐1‐3】（CEO等の後継者計画の監督）

当社は、代表取締役社長の後継者計画を具体的には定めておりませんが、業務執行取締役、執行役員から複数名を選び、複数の部門の責任者

としての経験や人格・見識・実績等を勘案し適当な後継者と認められる者の中から取締役会で選任することとしております。今後は独立社外取締

役を含む取締役会において後継者計画の策定に主体的に関与し、運用に係る監督について検討を重ねて参ります。

【補充原則4‐2‐1】（中長期的業績と連動する報酬制度）

当社は、報酬委員会等の独立した諮問委員会は設置しておりませんが、取締役の報酬については、株主総会で決議された報酬総額の範囲内で

、取締役会決議に基づき代表取締役社長が役員の役割及び職責、貢献度等に応じて業界水準、業績、従業員給与の水準等を総合的に勘案し決

定しております。また、当社では経営陣に中長期的な企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とした健全なインセンティブを付与する

ため、取締役会で定める社内規程に従い、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象とする株式報酬制度を導入しており
ます。その支給額については、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）、監査等委員である取締役（社外取締役を除く。）、社
外取締役の区分に分けて有価証券報告書及び本コーポレートガバナンス報告書【取締役報酬関係】にて開示を行います。

【補充原則4‐2‐2】（サスティナビリティの基本方針・人的資本、知的財産、事業ポートフォリオ戦略の監督）

取締役会は、サステナビリティに関する取り組みついての基本方針を決定しており、『当社のSDGsへの賛同および取り組みのお知らせ』にて開示

している通りであります。具体的には、次世代バイオディーゼル燃料（リニューアブルディーゼル）や再生可能エネルギー（太陽光発電）の活用にす

でに取り組んでおり、今後も持続可能な社会に貢献し、企業価値向上に取り組んでまいります。なお、人的資本・知的財産への投資、事業ポートフ

ォリオに関する監督については、今後検討して参ります。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/9036/tdnet/1991492/00.pdf

https://ssl4.eir-parts.net/doc/9036/announcement/74121/00.pdf

【補充原則4‐3‐1】（経営陣の選解任基準）

取締役会では、経営陣幹部の選任や解任について、具体的な評価基準を定めておりませんが、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の評価
及び取締役候補者の選任は、会社の業績等の評価を踏まえ代表取締役が各取締役の当該事業年度の評価、次事業年度の取締役としての在任
の妥当性、取締役の任期満了の際は重任の可否、次期候補者等の検討を行った上で、取締役会において審議し、公正・適切に実行しておりま
す。今後は、選解任に関わる諮問委員会の設置など、客観性・適時性・透明性ある手続きについて検討して参ります。

【補充原則4‐3‐2】（CEOの選任）

取締役会では、最高経営責任者の選解任は、会社における最も重要な戦略的意思決定であることを踏まえ、会社の持続的成長と中長期的な企

業価値の向上に資するべく育成した経営陣幹部の中から、取締役会において最高経営責任者を選任いたします。今後におきましては、客観性・適

時性・透明性を担保するため、独立した諮問委員会として指名・報酬委員会の設置等について検討して参ります。　

【補充原則4‐3‐3】（CEOの解任）

取締役会は、最高経営責任者（ＣＥＯ）の解任を判断するための具体的な評価基準、および解任するための手続を確立しておりませんが、ＣＥＯに

法令及び定款に違反する行為があった場合等、客観的に解任が相当と判断される場合には、独立社外取締役を含む取締役会において十分な審

議を尽くした上で決議いたします。客観性・適時性・透明性ある手続による最高経営責任者（ＣＥＯ）の選解任手続につきましては、今後の検討課

題といたします。



【補充原則4‐8‐1】（独立社外取締役との情報交換・認識共有）

当社では独立社外者のみを構成員とする会合は開催しておりません。情報交換方法、時期、回数等は、今後の課題として検討して参ります。

【補充原則4‐8‐2】（独立社外取締役の連携に係る体制整備）

当社では、独立社外取締役は3名ですが、筆頭独立社外取締役は選任しておりません。筆頭独立社外取締役の選任につきましては、今後の中長

期的な課題として検討して参ります。

【原則4‐10】（任意の仕組みの活用）

当社の各独立社外取締役は緊密に連携し、当社の重要事項を決定する際、客観性のある適切な関与・助言を行うとともに、監査等委員会による
経営監視機能が有効に働いており、現状の仕組みで企業統治体制が確立できていると考えます。今後、必要に応じ社外取締役を含む任意の委
員会の設置や仕組みを活用し、統治機能の更なる充実を図って参ります。

【補充原則4‐10‐1】（任意の諮問委員会の設置による指名・報酬などに関する独立社外取締役の関与・助言）

当社は、独立社外取締役を主要な構成員とする任意の諮問委員会を設置しておりませんが、指名・報酬等の重要な事項に関しては、取締役会の

審議に際して、各独立社外取締役とも高い専門知識と豊富な経験を活かし、意思決定の過程において重要な役割を果たしております。今後、独立

した諮問委員会として指名・報酬委員会の設置等について、検討して参ります。

　　　

【原則4‐11】（取締役会の実効性確保のための前提条件）

当社の取締役会は、会社全体としてその役割・責務を実務的に果たすために各事業・会社業務に精通し、多様な知識と経験を有する社内取締役

と、企業経営や専門知識を有する社外取締役から、性別等の個人属性について一切とらわれる事なく、常に最適な人材を取締役候補者としてお

ります。結果として女性取締役は不在となっておりますが、それぞれが当社の企業価値向上に大いに貢献し、実効性のある取締役会として十分機

能していると考えております。また、当社の事業範囲は現在国内に限定されているため、国際性の観点は不要と考えております。なお、ジェンダー

の面での多様性は、当社の取締役会の適正規模を勘案した上で、検討して参ります。また、監査等委員には、適切な経験・知識を有する者を選任
しております。

【補充原則4‐11‐1】（取締役会の全体としての知識等のバランス・多様性・規模に関する考え方、取締役の選任に関する方針・手続き）　

取締役会は、当社の各事業分野に精通した者と、独立性を有する豊富な企業経営経験を持つ独立社外取締役により、高い見識、豊富な経験、高

度な専門性等を総合的に勘案し構成されております。各専門分野に精通した者が適切なバランスで選任されるよう努めております。なお、原則4‐1

1に記載の通り、当社の事業範囲は現在国内に限定されているため、現時点において国際性の観点は不要と考えております。

【補充原則4‐11‐3】（取締役会全体の実効性についての分析・評価）　

当社では、毎月開催される定例取締役会において、取締役会の議案に関するディスカッションの他、社外役員との自由闊達な意見交換により、取

締役会の機能向上に努めております。取締役会の実効性評価については、今後、更に取締役会の機能を向上させるという観点から、評価手法も

含め検討して参ります。

【補充原則4‐14‐2】（取締役に対するトレーニング方針）

取締役は能力・経験・知識等、職務遂行能力を具備しているものと取締役会が判断したうえで指名し、その選任ついては株主総会の承認を得てい
るため、体系立てたトレーニング方針や計画については、定めておりません。しかしながら、本原則の主旨を踏まえ、必要に応じて検討して参りま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1‐7】（関連当事者間の取引）

当社では取締役会規程等に基づき、役員や主要株主等との取引につきましては、会社法の定めるところにより取締役会の承認を得ることとしてお

り、当該取引を実施した場合には、その取引につき重要な事実を取締役会に報告することにしております。

【原則2‐6】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社は確定拠出年金制度を採用しております。

【原則3‐1】（情報開示の充実）

（１）会社の経営理念等や経営戦略、経営計画

　経営理念、中期経営計画は当社のホームページにて公表しております。

https://www.tohbu.co.jp/

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、当社のホームページにて公表しております。

https://www.tohbu.co.jp/ir/governance.html

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬を決定するに当たっての方針と手続

①基本方針及び方針の決定方法

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、（３）において同じ。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分
に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とし
ております。この基本方針に基づき、取締役の報酬の額の決定に関する方針は、取締役会において決定しております。

②金銭報酬等及び非金銭報酬等の決定方針

当社の取締役の個人別の報酬等は、役員の役割及び職責、貢献度等に応じて業界水準、業績、従業員給与の水準等を総合的に勘案し、決定す

るものとしております。

具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての「基本報酬」、及び「株式報酬（株式給付信託・BBT）」により構成しており、業績連動報酬等は支

給しておりません。「基本報酬」は月額固定の金銭報酬とし、非金銭報酬である「株式報酬（株式給付信託）」は、役員株式給付規程に従い原則と

して取締役の退任時に給付します。監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、「基本報酬」のみを支払うこととしております。なお、

退職慰労金制度については廃止しております。

③取締役の個人別の報酬等の内容についての決定及び委任に関する事項

取締役の個人別の報酬額の決定に際しては、取締役会決議に基づき代表取締役社長である若山良孝がその具体的内容について委任を受ける

ものとしております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の配分とします。権限を委任した理由は、当社全体の業績を最も俯瞰しつつ、



各取締役の担当事業の評価を行うには、代表取締役が最も適しているからであります。取締役会は、当該権限が適切に行使されるよう、社外取

締役に適切な助言を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該助言の内容に従って決定しなければならないこととしております

。当該プロセスを経て、社外取締役から意見を聴取、固定報酬（基本報酬）の妥当性を確認後、取締役の個人別の報酬額が決定されていることか

ら、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。なお、株式給付信託（BBT）は、役員株式給付規程に従って個人別の

割当株式数を決定します。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針

上記、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由に記載しております。

（５）取締役会が上記（４)を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役候補者の選任理由につきましては、株主総会招集通知に記載しております。

【補充原則4‐1‐1】（取締役会から業務執行取締役に対する委任の範囲）

当社は取締役会規則により、取締役会の決議によらなければならない決議事項を定めております。また、執行役員制度を導入しており、経営意思

決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより職務責任を明確化するとともに、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応する体制を推進し

ております。

【原則4‐9】（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

取締役会は、独自の独立性判断基準は策定しておりませんが、東京証券取引所が定める独立性判断基準を準用し、一般株主と利益相反の生じ

るおそれがない者を、独立社外取締役として選任しております。独立社外取締役の選任にあたっては、当社の経営判断に資するような会社経営

等の豊富な知識と経験、および弁護士や公認会計士としての抱負な専門知識を有し、当社の企業理念の実現と中長期的な企業価値の向上に寄

与することができる人材であるという点を重視しております。　　

　

【補充原則4‐11‐2】（取締役の兼任状況）

当社は、取締役の他の会社の役員との兼務について、利益相反の観点から問題がないことを取締役会にて確認し、他の会社の役員の兼任に関
して、社外役員を含め、当社取締役の業務に時間・労力を振り向けることができる合理的な範囲のものであるか取締役会にて確認しております。
なお、取締役の他会社との兼任状況については、株主総会招集通知および有価証券報告書にて毎年開示しております。

【原則5‐1】（株主との建設的な対話に関する方針）

当社は株主の皆様との対話を会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するものと認識しており、要望があれば、アナリスト等へ個

別に代表取締役が説明、質疑対応しております。今後は主としてオンライン等を活用したIR活動を検討し、株主の皆様との対話に努めて参ります

。また、株主向けのアンケートの実施により、株主の意見・懸念を把握することに努めており、経営にフィードバックを行っております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

中村　亘宏 1,415,000 24.64

丸全昭和運輸株式会社 440,000 7.66

アサガミ株式会社 321,000 5.59

株式会社みずほ銀行 131,000 2.28

中村　千鶴子 120,000 2.09

三井住友信託銀行株式会社 110,000 1.91

株式会社SBI証券 109,760 1.91

中村　匡宏 101,292 1.76

北陸コカ・コーラボトリング株式会社 100,000 1.74

山本　穣 88,200 1.53

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 陸運業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高
100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、2022年6月28日開催の第109回定時株主総会の承認を経まして、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

引続き、経営の公正性、透明性を高め、取締役の監督機能を強化するとともに、コーポレート・ガバナンスの向上に努めます。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

稲村　久仁雄 他の会社の出身者

坪井　孝文 他の会社の出身者

岩渕　恵理 弁護士

田村　伸子 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

稲村　久仁雄 ○ ○ ―――

稲村久仁雄氏は、金融機関で培った幅広い知
識と見識を有し、独立した立場から当社の監査
において十分な役割を果たしていただけると判
断したため、社外取締役として選任しておりま
す。

また、同氏は東京証券取引所が定める独立基
準に抵触しておらず、独立役員としての独立
性、客観性は十分に確保されており適任である
と判断し、独立役員として指定しております。



坪井　孝文 ○ ○ ―――

坪井孝文氏は、金融機関等における長年の経
験及び見識を有し、監査等委員として企業経営
の健全性を確保するため十分な助言をいただ
けるものと判断し、監査等委員である社外取締
役として選任しております。

また、同氏は東京証券取引所が定める独立基
準に抵触しておらず、独立役員としての独立
性、客観性は十分に確保されており適任である
と判断し、独立役員として指定しております。

岩渕　恵理 　 ○ ―――

岩渕恵理氏は、弁護士・公認不正検査士として
企業のリスクマネジメントについて豊富な知見
を有しており、その知見を活かした助言及び提
言を期待するとともに、コーポレート・ガバナン
ス体制強化に寄与していただけると判断し、取
締役候補者としております。

なお、同氏は社外役員となること以外の方法で
会社の経営に関与した経験はありませんが、
上記の理由により社外取締役としての職務を
適切に遂行することができるものと判断してお
ります。

田村　伸子 ○ ○ ―――

田村伸子氏は、弁護士の資格を有し、民事法
学を主な研究分野とする大学教授として、同分
野を中心に専門的かつ幅広い知見を有してお
り、その知見を活かした助言及び提言を期待す
るとともに、コーポレート・ガバナンス体制強化
に寄与していただけると判断し、監査等委員で
ある社外取締役候補者としております。

なお、同氏は、会社の経営に関与された経験
はありませんが、上記の理由により、監査等委
員として、その職務を適切に遂行できるものと
判断しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

当社は、監査等委員会が補助すべき使用人を求めた場合、取締役会は必要に応じて、補助業務をする者を配置します。その場合当該使用人は
監査等委員会から指示を受けた業務を執行し、その者の任命、異動、評価等人事権に関しては監査等委員会の意見を尊重したうえで行い、その
独立性及び監査等委員会の指示の実行性の確保に努めております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人の連携状況については、各年度の監査計画策定時において、監査方針や監査日数について相互に意見交換を行うと
ともに、監査等委員会は会計監査人が行った期末の監査終了時に監査報告書、監査実施報告書を受領し監査の内容を聴取し意見交換を行って
おります。

監査等委員会と内部監査部門の連携状況については、社長直属の機関を担う独立した内部監査室において策定の計画書に基づき、上半期及び
下半期の2回業務監査等を実施しております。監査等委員会は、被監査部署にも同行し、内部監査室と緊密な連携を保ち、効率的かつ効果的な
監査を実施するため、協議または意見交換を行っております。また、監査等委員会は内部統制の報告を受け、必要に応じ監査結果等について直
接確認を行っております。

【任意の委員会】



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

当社では経営陣に中長期的な企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とした健全なインセンティブを付与するため、取締役会で定め
る社内規程に従い、取締役（監査等委員である取締役を除く。）を対象とする株式報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

第111期（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

役員区分ごとの報酬等の総額は次の通りです。

取締役5名62,048千円、取締役（監査等委員）6名13,705千円

合計：75,753千円（うち社外役員6,540千円）

１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分は含まれておりません。

２．報酬等の総額には、取締役（社外取締役を除く）に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」に係る当事業年度における役員株式給付引当
金繰入額6,368千円が含まれております。

３．対象となる役員の員数には、当事業年度中に退任した取締役3名が含まれております。

４．当社は、2019年６月26日開催の第106回定時株主総会決議に基づき、取締役及び監査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終結後引き
続いて在任する取締役及び監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に贈呈す
ることとしております。

５．非金銭報酬等の総額は、株式報酬制度に基づき株式報酬費用として費用処理した額であります。

６．非金銭報酬の内容は、当社の株式であり、株式報酬制度により交付するものであります。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めております。

その概要につきましては、以下のとおりです。

ア.基本方針及び方針の決定方法

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締

役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。この基本方針に基づき、取締役の報酬の額の決
定に関する方針は、取締役会において決定しております。

イ.金銭報酬等及び非金銭報酬等の決定方針

当社の取締役の個人別の報酬等は、役員の役割及び職責、貢献度等に応じて業界水準、業績、従業員給与の水準等を総合的に勘案し、決定す

るものとしております。

具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての「基本報酬」、及び「株式報酬（株式給付信託・BBT）」により構成しており、業績連動報酬等は支

給しておりません。「基本報酬」は月額固定の金銭報酬とし、非金銭報酬である「株式報酬（株式給付信託）」は、役員株式給付規程に従い原則と

して取締役の退任時に給付します。

監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、「基本報酬」のみを支払うこととしております。

なお、退職慰労金制度については廃止しております。

ウ.金銭報酬等または非金銭報酬等の取締役の個別の報酬等に対する割合の決定方針

取締役の報酬等について、基本報酬、非金銭報酬等個人別の報酬等の支給割合の決定方針については、基本報酬と非金銭報酬等の割合をあ
らかじめ固定することなく、経済的観点から逸脱しないことを留意の上、会社業績を踏まえ、流動的な運用としております。

エ.取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容についての決定及び委任に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の個人別の報酬額の決定に際しては、取締役会決議に基づき代表取締役社長である若山
良孝がその具体的内容について委任を受けるものとしております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の配分とします。権限を委任し
た理由は、当社全体の業績を最も俯瞰しつつ、各取締役の担当事業の評価を行うには、代表取締役が最も適しているからであります。取締役会
は、当該権限が適切に行使されるよう、社外取締役に適切な助言を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該助言の内容に
従って決定しなければならないこととしております。当該プロセスを経て、社外取締役から意見を聴取、固定報酬（基本報酬）の妥当性を確認後に
おいて、取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。なお、株式
給付信託（BBT）は、役員株式給付規程に従って個人別の割当株式数を決定します。

【社外取締役のサポート体制】

監査等委員会開催に際しては、管理本部が事務局となり、円滑でかつ公正な運営ができるよう、適宜必要資料の事前配布を行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

中村　亘宏 相談役

長年の経営経験や知識等を基に
現経営陣に対し、助言等を行って
もらうことを主な目的として相談役
を委嘱しております。

非常勤

報酬有
1991/6/22 １年更新

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

監査等委員である取締役の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

1、企業統治の体制の概要

　取締役会は、取締役9名で構成されており、毎月1回定例取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決議及び報告事項の報告を行っておりま
す。このほか緊急な決議の必要が生じた場合は、臨時の取締役会を随時開催し、事業の再編や投資等業務執行に関する会社の意思を迅速、的
確に決定しております。その他に社長以下、取締役及び役職者全員参加による全体会議として月例会議（毎月）を開催し、業務執行に関する意見
統一や事業所間の総合調整を図っております。

　当社は監査等委員会設置会社制度を採用しております。監査等委員会は、社外取締役3名（独立委員）を含む4名体制であり、監査の独立性を
確保するとともに、経営の適法性と透明性の向上を図るため、取締役の職務の適法性及び妥当性について監査を行い機能強化に努めておりま
す。

2、内部監査及び監査等委員会監査の状況

　当社の内部監査につきましては、業務執行の健全性、効率性、適切性を図るとともに、内部統制システムの強化を目的として、社長直属の機関
を担う内部監査室（1名）を設けております。内部監査室は、計画書に基づき上半期及び下半期の2回行っており、会社の業務運営が法令、社内規
程等に従って適切かつ有効に執行されているか等を監査しております。監査結果の概要は社長に報告するとともに、必要に応じて関係部署に助
言・勧告を行っております。また、内部監査担当は、内部監査の結果のうち重要なものについて監査等委員会へ速やかに報告する体制となってお
ります。

　監査等委員会監査につきましては、常勤監査等委員1名、非常勤監査等委員3名、計4名（内3名は社外取締役）で行っており、取締役会をはじめ
その他重要な会議に出席するほか、取締役の職務執行の適法性、取締役の業務全般について監査を行っております。また、内部監査担当と監査
計画・内部監査実施状況について緊密な連携を保ち、積極的に意見交換を行い、効率的な監査を実施します。

　さらに、監査等委員会と会計監査人は各年度の監査、計画策定の際には、監査方針や監査日数等について相互に意見交換を行うとともに、監
査等委員会は会計監査人が行った期末の監査終了時に監査報告書、監査結果説明書を受領し、監査の内容を聴取しており、会計監査人との緊
密な連携の下に監査を行います。

　また、監査等委員会は、内部統制担当より内部統制の整備状況等を定期的に説明を受け、内部統制上問題となるものはないかについて、各監
査等委員は意見交換等による確認を行います。

3、会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

普賢監査法人

b.継続監査期間

2年（2022年6月28日第109回定時株主総会にて承認）

110期より普賢監査法人に変更となりました。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は2022年6月28日、監査等委員会設置会社へ移行し、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員である取締役を取締役会の構成員とす
ることで、取締役に対する監視・チェック機能を強化し、コンプライアンス及びリスク管理の徹底を図ることで、コーポレート・ガバナンスのさらなる充
実に取り組んでおります。経営に対する責任の外部からの牽制機能の強化のため、社外取締役3名を加えた取締役9名の体制としておりますの
で、会社の意思決定、取締役及び執行役員の業務執行の監視・監督については、十分に確保されているものと考えております。

また、執行役員制度を導入しており、業務執行体制を明確化し、取締役の活性化と業務執行機能の強化を図っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
3週間前を目途に東京証券取引所のTDｎｅｔ及び当社ウェブサイトにおいて開示を行って
おります。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会が集中すると見込まれる日を避け、多くの株主様にご出席いただきやすい日を
設定するように努めて参ります。

電磁的方法による議決権の行使
2021年6月25日開催、第108回定時株主総会より、従来の議決権行使書に加え、電磁的
方法（インターネット）を利用した議決権行使システムを採用しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
2017年3月18日個人投資家向け会社説明会を開催し、代表取締役社長が説
明、質疑対応をしております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト、機関投資家向けに決算説明会は行っておりませんが、要望があれ
ば、個別に代表取締役が説明、質疑対応をしております。また、四半期ごとに
決算説明資料をホームページに掲載しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社ウェブサイトの「IRライブラリー」に、最新の株主通信（年2回）、決算短信、
決算説明資料（年4回）、有価証券報告書を掲載しております。また「株主総会」
に招集通知、決議通知、「NEWS一覧」にその他ニュースリリース、適時開示情
報、PR情報、PR動画等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務部・広報IRが主管部署であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「役員・社員の行動規範」において規定しております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

デジタルタコグラフ（運行管理システム）の全車両装備、低公害車への切り替え、ＴＬＳ（東
部ネットワークロジスティクスシステム）の有効利用により、経済走行管理を実現し、エコド
ライブを一層推進して参ります。

また、国際的な取り組みであるSDGｓに賛同し、課題解決を重要な経営課題ととらえ、国際
社会が追及する社会課題の解決に貢献することにより、企業価値の向上と持続的な社会
の実現に、より一層取り組んでまいります。具体的には、「当社のSDGｓへの賛同および取
り組みのお知らせ」にて開示している通りでありますが、バイオディーゼル給油施設設置、
太陽光発電設備設置等、再生可能エネルギー活用推進を行っております。

サステナブルな経営を追求し、持続可能な社会への貢献を目指します。

＜CO2排出量の削減目標＞

当社グループは３ＰＬ事業を、物流センター及び営業所を中心に、全国で事業展開しており
ます。主に各拠点の物流センターにかかる建物設備での電力使用量が高めの傾向となる
ため、翌期以降におきましては、下記の目標を設定することといたしました。

・111期（2023年4月～）物流センター及び営業所の電力使用によるCO2削減（注）・・・前年
比 1％削減

・112期（2024年4月）以降～・・・グループ各社を含めたスコープ1・2の算定結果をもとに削
減目標を設定

（注）CO2排出量の計測と削減に向けた取組みに記載の通り、現状各拠点で算定可能な範
囲としております



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、代表取締役自らが繰り返し企業理念の精神を役職員に伝えることにより、法令及び定款に遵守した行動がとられる経営体制の確立に努
め、緊急時の連絡体制の確認を行うとともに、風通しの良い社風の維持に心がけ、社内におけるコンプライアンス違反行為が行われ、または行わ
れようとしていることに気が付いたときは、報告、連絡、相談が迅速に行われるようにしております。加えて、コンプライアンスの徹底を図るため、管
理本部においてコンプライアンスの取組みを横断的に統括することとし、同本部を中心に研修等を通じ、指導しております。

また、コンプライアンス上、疑義ある行為を認識した場合には社内の専用窓口へ通報できる内部通報制度を構築しております。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、個人情報保護に関する基本方針を定めて対応し、また、文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体(
以下、文書等という。)に記録し、保存しております。取締役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとしております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、コンプライアンス、事業等のリスク(特定顧客への依存、人材の確保、適切な組織対応)及び情報セキュリティ等にかかるリスクについて
は、各々の所管部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は、管理本部
が行うものとしております。

また、新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応し、責任者となる取締役を定めることとしております。

（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、原則として毎月１回以上の取締役会を開催し、経営戦略・事業計画等の重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行っ
ております。加えて、取締役会における迅速かつ的確な意思決定に寄与を目的とした経営会議を必要に応じて設置する体制となっております。

業務運営については、事業環境を踏まえた経営計画及び年度予算を立案し、目標を設定するとともに、各々所轄部署においては、その目標達成
に向けて具体策を立案・実行しております。

（５） 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

①当社の子会社の取締役、その他これらの者に相当する者（以下「子会社の取締役等」という。）の職務の執行に係る事項の当社への報告等に
関する体制

当社は、グループの事業に関して責任者を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を整備し、本社管理本部はこれらを横断的に推進し、管理する
体制となっております。

なお、子会社の運営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件について事前協議を行うこととなっております。

②当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社に対し、「関係会社管理規則」に基づきリスク管理状況に係る報告を求めるとともに必要に応じて助言等を行います。

③当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社に対し、「関係会社管理規則」に基づき、各社の位置付けや規模に応じた適切な子会社管理及び支援等を行うことにより、当社企業グルー
プ各社における職務執行の効率化を図ります。

④当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

子会社に対し、継続的な周知・教育活動として、当社企業グループ各社のコンプライアンス担当者との連絡会議の開催やコンプライアンス関連の
情報配信を行います。また、子会社に対し、「関係会社管理規則」に基づき、当社の内部監査室が内部監査を実施し又は子会社自らが内部監査
を実施した内容につき報告を求めるとともに必要に応じて助言等を行います。

（６）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関
する体制

当社は、監査等委員会が補助すべき使用人を求めた場合、取締役会は必要に応じて、補助業務をする者を配置します。その場合当該使用人は
監査等委員会から指示を受けた業務を執行し、その者の任命、異動、評価等人事権に関しては監査等委員会の意見を尊重したうえで行い、その
独立性及び監査等委員の指示の実行性の確保に努めております。

（７）取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及び当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制

当社の取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、コンプライアンス
違反行為に関する報告・連絡・相談の状況を速やかに報告し、その報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利益な取
扱いをしてはならないものとしております。

（８）監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用等の処理に関する体制

監査等委員会の職務の執行について生ずる費用については、監査等委員会の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、所定
の手続きにより会社が負担することとなっております。

（９）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員全員が重要な会議に常時出席し、取締役の職務執行に対して厳格な監督を行い、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文
書を閲覧し、必要に応じて取締役にその説明を求めることとし、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行う
など連携を図ることとしております。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）基本方針

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して毅然とした態度で臨み、組織全体として反社会的勢力との関係
を一切遮断することを基本方針とする。また、反社会的勢力に関する情報収集に努め、外部専門機関との連絡体制を強化し、反社会的勢力との
取引の防止に努め、関係を遮断していく体制を整備する。

（２）整備状況

当社は、「役員・職員の行動規範」において反社会的勢力との関係遮断について明示し、役職員に対し周知・徹底を図り、管理本部を反社会的勢
力の対応部署とし、平素から反社会的勢力に関する情報を一元的に管理及び蓄積し、警察並びに弁護士等の外部専門機関との連携に努める。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は2022年6月28日開催の第109回定時株主総会におきまして、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」を継続すること
について、株主の皆様にご承認いただいております。

本件の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.tohbu.co.jp/)に掲載しております2022年5月10日付プレスリリースを
ご覧ください。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（１）適時開示体制の概要

当社の会社情報適時開示に係る社内体制の状況は、金融商品取引法その他関係法令及び証券取引所の諸規則を遵守すると共に、ステークホ
ルダーにとって有用であると判断した情報についても、迅速かつ公平な情報開示を適切に行えるよう社内体制を整備しております。

また、開示すべき会社情報の正確性と開示制度・基準との適合性を確保するため、必要に応じて監査法人等に確認をしております。

（２）適時開示に係る社内体制

広報IR担当を中心に情報収集・確認、情報取扱責任者へ報告を行い、一元管理するとともに、その重要性に鑑み、開示判断の検討が行われ、代
表取締役または取締役会の承認を経てから、直ちに東京証券取引所に対し開示の手続きが行われます。
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